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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額を求める意見書

政府は４月７日に新型コロナウイルス感染症対策の緊急事態宣言を発出し、５月２

５日をもってすべての自治体で解除しました。しかし、いまだ一定数の新規感染者が

発生している状況にあり、再び感染が拡大するおそれがあることから、医療提供体制

や検査体制を更に充実させると同時に、感染の防止と社会経済活動の段階的な引上げ

とを両立させていかなければなりません。

また、緊急事態宣言を解除しても国民の暮らしや経済活動はすぐに元には戻れませ

ん。新型コロナウイルス感染症は長期化が不可避と言われており、補償と支援の仕組

みづくりの一層の充実が求められています。国民が「新しい生活様式」を不安なく選

択できるよう、政府の財政措置が強く求められています。

そのような中、政府は各地方公共団体に対し、新型コロナウイルスの感染拡大の防

止及び、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るた

めの施策に要する費用に充当するものとして、第２次補正予算において新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金を更に総額２兆円拡充するとしています。

第１次補正予算で創設された自治体向けの地方創生臨時交付金（１兆円）について、

当初政府は「地方創生臨時交付金は休業補償には使えない」と言っていましたが、全

国自治体で休業要請に応じた企業等を「協力金」で支援事業を行っています。

新型コロナウイルス感染症を収束させるとともに、地域経済の立て直しを図るため

には、緊急事態宣言の解除後も取り組みを継続していく必要があります。政府から示

された金額では十分な対策を行うことは困難であり、最前線で対応に当たる地方公共

団体が必要十分な対策を行うことができるよう、国は最大限の財政措置を講じるべき

です。

よって、本市議会は、政府に対し、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金について、今後の経済活動の回復も考慮して大幅な増額措置を講じるとともに、

各地方公共団体の交付限度額の算定に当たっては、財政力によることなく、各地方公

共団体の行う対策に必要な額が措置される制度設計を行うよう強く要請します。

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。
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